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どうせ何も変わらないから
対処するのが面倒だったから
どうしたらよいのかわからなかった
から
人間関係が悪くなりそうだから
会社の反応が怖かったから
その他
無回答
正社員（管理職を除く）n=175
パート・契約社員・アルバイトなどn=66
派遣社員n=13
図２　対処行動を何もしなかった理由（複数回答）（％）
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た自分が悪い」という感覚が共有されている。だが，心身不良に陥ったり退職を余儀なくされるな
どすれば，生活の維持が不可能である。そこで，何か使える制度が無いかと，POSSEに相談に訪
れるのである。あるいは，Cさんのような被害に遭った人が，「何とか会社に許してもらうため」に，
「穏便に済ませるため」に，どうしたら良いかと相談に来る。会社を辞めるにはどうしたら良いか
という相談もこの手のものだ。
　⑵　POSSEが行っている相談援助活動
　POSSEが行っている相談援助活動は，こうした状況に置かれた若者を主な対象にしている。彼
らの支援を行うにあたって最も重要な課題は，被害に遭った当事者へのアウトリーチである。「ど
うせ何もできないから」という諦念や「会社をおかしいと思ってしまう自分がおかしいのではない
か」という自責の念に支配されている被害者から相談を受けることが非常に重要であり，そして非
常に困難である。
　POSSEとしては，労働組合や弁護士を敬遠する若者が多いことからNPO法人として相談窓口を
立ち上げたり，労働相談だけでなく生活相談も受けるようにしたり，活動をする中で工夫を重ねて
きた。また，各地の労働局が啓発用のパンフレットを配布したり，日本労働弁護団が女性専用の無
料電話相談を行ったり，各団体も工夫を凝らしている。相談しやすい環境を整備して若者にアウト
リーチする段階を，第三章以降の議論のため，便宜的に相談援助の「第一段階」としておく。
　支援の第一段階が達成されて，初めて若者が相談に来る。そして，ようやく具体的な支援活動が
始まる。まず時間をかけて詳しく事情を聞き，本人がどのように感じているのかを聞き取る。そし
て，法律的な観点から状況を整理し，法制度を活用する上でどのような選択肢があり，そしてそれ
ぞれのメリット・デメリットがどのようなものかを説明する。この過程で，当事者が相談に来ると
いう形で発した「SOS」は，会社の不当性を認識する「NO」へと徐々に変化していく。具体的に
どのような解決手段を選択するか，あるいは解決手段を選択しないという選択をするかは，ここで
はさしあたり重要でない。もちろん，どのような手段を選択するかによって相対的に高い水準での
解決とそうでない解決との差が生じるのでその点をきちんと説明する必要があるが，まずは当事者
が「会社がおかしい」という点に自信を持つことが何より重要である。被害者の自尊感情の回復に
とって重要なこの段階を，相談援助の「第二段階」としておく。
　相談援助の「第三段階」においては，当事者の選択した具体的な行動を支援する。たとえばCさ
んの場合，「穏便に退職できればいい」と考えるか，「不当に天引きされた賃金も取り戻そう」と考
えるかはCさん次第であるが，いずれにしてもその選択を実行に移す支援を行う。仮に「会社がお
かしい」と思っていても，「おかしな状況を変えることができる」という確信が無ければ，変えよ
うという主体的な営みは生じづらい。そして後者についての認識は，実際に状況が改善される中で
獲得されるものである。そのため，実際に状況を改善するような支援が必要なのだ。これを相談援
助の「第三段階」としておく。
　POSSEでは，こうした三つの段階を通じて，被害者が最後まであきらめずに権利主張できるよう，
支援活動を行っている。以上を踏まえて，労働法教育の課題の検討に移ることとしたい。
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　　　３　教育現場における労働法教育の課題
　⑴　労働法教育に期待される役割
　若者が職場で不当な目に遭って健康や生命を喪失するといった取り返しのつかない事態が起きな
いようにするために，労働法教育が果たすことのできる役割とは何であろうか。その問いに答える
ためには，まず，若者の雇用の実態に即して労働法教育の課題を設定する必要がある。「正社員に
なれば安泰」であるとか，「努力していればいつか上司に認めてもらえる」といった幻想の中からは，
労働法教育の役割は見えてこない。これらの期待は，少なくとも第一章で紹介したような「ブラッ
ク企業」や「ブラックバイト」の現場では叶うことはない。そして，そういう期待の通用しない職
場において有効な労働法教育こそが，若者の過労死や過労うつなどを防ぐ役割を果たしうるのであ
る。
　前２章で整理した実態を前提すれば，労働法教育に期待される役割は次のように整理される。第
一に，現在あるいは将来起こりうる被害に対して，当事者自身が適切に「SOS」を発することがで
きるようになることである（相談窓口駆け込み型）。第二に，職場や社会を変えることができると
いう認識を獲得したり，その具体的な経験を積んだりすることである（民主主義実践型）。前者は
相談援助の第一・第二段階に対応し，後者は相談援助の第三段階に対応する。
　⑵　相談窓口駆け込み型の労働法教育を充実させるために
　「ブラック企業」が単なる違法行為ではなく職場内虐待を内包しているという現状認識と，現状
改善のために彼らが相談に来やすい環境整備をすることや当事者が自尊感情を回復することが課題
であるという発想に立てば，期待される労働法教育の方向性が見えてくる。この際には，たとえば，
虐待の別の類型である「デートDV」の予防・防止に関する教育実践がすでに一定パッケージ化さ
れており，実践例を研究して労働法教育に活用することが有益だろう。
　デートDVの予防・防止教育に必ず含まれているのは，以下の３要素である。第一に，ケースス
タディである。内閣府男女共同参画局が作成した教材『人と人とのよりよい関係をつくるために　
交際相手とのすてきな関係をつくっていくには』（5）を例にとると，いつでも連絡がとれるように拘
束する，殴る，他の人とのつきあいを制限するなどの具体的な事例が紹介されている。同時に，自
分の意見や考えを否定されたり行動を制限されたりすることが「おかしなこと」だとも明瞭に示し
ている。第二に，被害感情の肯定である。抑圧状況が続くと，「おかしい」「つらい」と思う感情を
自ら否定してしまうようになる。同教材には，「自分のことを大切にする」「あなた自身が決めるこ
とができる」と記載されている。第三に，問題を一人で抱え込まないよう，「専門の相談機関もあ
ります。一人で悩まず相談してください」と勧め，複数の窓口を掲載している。被害に遭った人間
が「SOS」を発することができるよう配慮されていることがわかる。
　POSSEの実施する労働法教育においては，こうした教育手法を強く意識している。まず「ブラッ
（5）　なお，この教材には「デートDV」という言葉は登場しない。
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ク企業」や「ブラックバイト」の事例を紹介し，どのような状況であれば「おかしい」と言えるの
かを具体的に説明する。その上で，もし「おかしい」とか「つらい」と感じることがあれば，直ち
に労働問題の専門家に相談するように伝える。企業と闘うことばかりでなく，誰かを頼ることやつ
らい状況から逃げることを選択肢として提示することで，とにかく相談窓口に行く障害を取り除く
ことが狙いだ。こうした観点の労働法教育実践は未だに実例の発信が乏しい（6）が，取り組み自体は
徐々に広がっている。今後，より効果的な実践の模索が期待される。
　⑶　民主主義実践型の労働法教育を充実させるために
　一方で，いざというときに相談窓口に駆け込むことよりも高い水準に労働法教育の目標を設定す
ることが可能である。すなわち，「自分たちの働く環境を自分たちで変えることができる」という
認識を若者が獲得し，そのように実践することだ。劣悪な環境の中で適切な支援を得るだけでなく，
環境そのものを変えるところまで視野に入れることができる。言い換えれば，自分たちが労働条件
を決定する主体であると若者が認識することがもう一つの課題だ。
　たとえば，「ブラック企業」の見分け方や求人票の見方などを学習することを通じて労働者が契
約の主体であることを認識することができれば，一定の効果が期待できる。アルバイト経験者の多
い大阪の府立高校では，労働条件通知書を確認し，自分がどのような約束を会社と交わしているの
かを知る機会が設けられている。労働条件通知書を提示していない違法な企業も多数あるが，むし
ろそうした企業で労働条件通知書を確認すること自体が権利主張の経験になる。
　これに加えて，労働者としての権利行使を労働法授業のメニューに組み込む例も存在する。たと
えば，生徒同士でアルバイト先の不満を出し合うなどして「おかしなこと」を互いに話し合い，「お
かしい」と思っているのが自分だけではないことを確認する。次に，そうして挙げられた「おかし
なこと」をどうしたら改善できるのか話し合う。そして，授業時間中に一人の生徒がアルバイト先
に電話をかけ，授業で学んだ知識を駆使して店長を説得し，実際に有給休暇を取得する約束を交わ
す。別のケースでは，高校生がバイト先で深夜時間にわたって拘束されることを伝え聞いた教員が
生徒を支援して会社と交渉し，問題解決に至っている。これ自体は授業時間外の出来事であったが，
それをケーススタディとして授業やホームルーム等の機会に利用することで，生徒にとって非常に
身近な実践例と受け止められている。こうした実体験を得る機会が無くとも，労働組合や労働
NPO，弁護士に実際に解決に至った事例を聞くことで，「職場を変える」という実践は身近なもの
になりうる。
　こうした方向性の労働法教育は各現場での取り組みが複数報告されており，最近のものでは川村
ほか［2014］に多様な実例が掲載されている。どんなに些細なことでもいいので，「高校生，大学
生がバイト先の状況を変えた」経験を社会的に蓄積することが，この種の労働法教育にとって重要
だ。
（6）　そこで筆者が参加するブラック企業対策プロジェクトでは，ガイドブックを作成し，ブラック企業対策プロジェ
クトのHP上で全文無料で閲覧できるようにした（川村・嶋﨑・本田［2014］）。
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　　　４　多様な教育実践とその評価について
　前章では，若者の雇用実態や労働トラブルに遭遇した若者の対応状況などから，二つの水準に分
けて労働法教育の方向性を整理した。本章では，近年行われている労働法教育に含まれるいくつか
の要素を抽出し，それが上記の方向性と齟齬をきたさない条件について検討を加える。
　⑴　「見分ける型」の教育の限界
　初めに，「ブラック企業」の見分け方をテーマとする労働法教育の射程について検討する。前述
のとおり，「ブラック企業」の見分け方を身につけることは，契約主体としての意識を涵養する契
機となりうる。しかし，「ブラック企業」の被害に遭った当事者が「見分けられなかった自分が悪い」
と理解しないように注意する必要がある。
　かつて年越し派遣村が話題になった頃，少なくない学校教育現場で正社員と非正社員の年収格差
が取り上げられた。その紹介の仕方は，どちらが良いかを選ばせ，正社員になりたければ良い成績
を収めて良い大学に入るようにと圧力をかけるものだった。こうした脅迫型の教育は，何らかの事
情で劣悪な環境に置かれてしまった若者に自責の念という枷をはめることはあっても，尊厳の回復
にとって役に立つことは無い。「見分け方」の強調は，この手の「脅迫型教育」とある程度親和的
なのである。
　このことを理解する補助線としても，デートDVの教育実践は役に立つ。DVをしない恋人の見分
け方など，デートDVの実践では普通行わない。デートDVが発生した場合に，恋人の問題を見抜け
なかった被害者の責任を問うことは適切でないからだ。「ブラック企業」の見分け方を取り扱う際
にも，偽装求人の存在や入社後に会社がおかしくなる可能性を示すなどの配慮が求められる。
　⑵　「条文紹介型」の教育の限界
　次に検討すべきは，法律や制度の知識を主題とする労働法教育のありようである。法律や制度の
知識は「会社がおかしい」と確信を持つ際の参照軸として有効な場合があるが，「ブラック企業」
においては必ずしもそうならない。むしろ，「法律に書かれていることがおかしい」という感覚が
植え付けられる場合がある。その際に重要なのは，法律の知識よりもむしろ被害感情の肯定である。
　デートDVの教育事業において，法律の条文はほとんど参照されない。いわゆる「DV防止法」や
憲法における両性の平等規定は，まったく触れられないか，触れられたとしても最後に参考として
紹介される程度だ。
　POSSEの労働法教育においても，法律の知識はほとんど強調されない。かわりに，「会社の言う
ことがすべてではない。」「おかしい・つらいと思ったら専門家に相談する」「あきらめない。自分
を責めない」「証拠・記録を残す」という４つの「合言葉」を覚えてほしいと伝えている。
　⑶　「権利主張型」の教育の限界
　最後に，実際に会社と交渉したり権利主張を行ったりすることをテーマにした労働法教育の射程
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について検討する。
　すでに触れたように，こうしたテーマは民主主義実践型の労働法教育を充実させるために欠かせ
ないものである。それでも一つの懸念を挙げるとすれば，上司に何かを要求したり自らの権利を主
張したりできる職場は多くの若者にとって疎遠なものだということである。どれだけ権利主張の素
晴らしさを訴えられても，それが「絵空事」のままでは，「職場を変える」という選択肢は若者自
身のものにならない。
　したがって，「職場を変える」という実践を若者にとって疎遠なもので終わらせないためには，
実際の改善と結びつける必要があるのである。ブラック企業対策プロジェクトでは高校の教職員，
保護者が生徒の問題解決を支援するための対処マニュアルを作成し，無償で公開している（7）。
　　　　おわりに
　労働法教育の実践は，まだ多くの教育現場で始まったばかりである。今後，今以上に多様な主体
が様々な労働法教育を提供することが期待されるが，その際，労働法教育が「ブラック企業」や「ブ
ラックバイト」の被害に遭った若者の役に立つものになるかどうかは，雇用の実態と相談援助の課
題をどのていど認識するかによることとなるだろう。高校・大学の現場で働く教職員と若者の働く
現場に詳しい専門家が連携し，より効果的な労働法教育の内容・形式を追求する必要がある。
（かわむら・りょうへい　NPO法人POSSE事務局長／東京大学大学院総合文化研究科博士課程）
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